
長幡県ナースセンターは、厚生勇l動大臣の許可を受けた香護職の無料職業紹介所

(蕃護珊のハローワーク)です。          [平 成 4年 長崎県指定]

1 香護職の無料職業紹介事業

瞬場経験のある香護師等の有資格者が、求職や求人の相談に応じます

・ 就職に際しての心配事や職場の悩み、不安など、看護の仕事に関する相談を受け付けます。

職場変更をお者えの方も、ますはご相談ください。

個人情報は厳會しますので、ご安,いください。

求職・求人の相談や登録は全て無料です。仲介料等も不要です。

進路相談もおまかせください。

「香護職になるにはどうすればいい?」

「蕎護職としてスキルアップのため進学をしたい」とお者えの方には

県内の香護学校の案内等も行つています。
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再就職をバックアップ
登録されたアうには、「ナースセンターだより」「求人情報」等をお届けします。

最新の看護についての情報提供や復職・就業支援研修等のご案庵など、再就職への支援を

行つています。

看護職の届出制度による生涯支援

2015年 10月から「雹護職の届出制度」が女台まりました。離職した者護職の方が、より
スムーズに再就日哉できるよう、生涯にわたる看護職のキャリア継続への支援を行つています。

ますは、最寄りの相談所へ来所いただくかお電話等でご相談くださしヽ

相談受付

登録票

地 区 イ主 所 電話番号 受付時間

諫 早
(本所)

謙早市永昌町 23‐6
ながさき看護センター内

TELi0957-49-8060
FAXi0957-49-8063

月B醒日～金曜日 (祝日除く)

9iOO-17 iOO

長 崎
(支所)

長崎市魚の町 3-28
長崎赤十字会館 6,と白

し
TELi095-328-1747
FAXi095-828-1754

火・水・木8翌日 (祝日除く)

9 iOO-17 iOO
※月,金曜日は転送電話により諌早にて対応

佐世保

(支所)

佐世保市平瀬町 3-1

長崎県者護キャリア支援センター内
TELi0956-23-8208
FAXi0956-23-8212

月曜日～土曜日 (祝日除く)

10iOOへ¬7:30
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再就業相談と

無料職業紹介

ナースセンターの相談員が、キャリア

プランの実現も含めて、あなたの再就業を

サポートしま魂 お気軽にど相談ください。

再就業支援研修
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機器を使った技術演習な

那夢が受けられます。
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交流会 (交流カフェ)

子育て中や定年退職した方など、様 な々

看護触が集まり、剣 希望の有無に関わらず

交流することができま魂子育て中の看護峨

向けの交流会では、託児サービスもありま魂
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米サポート内容tま禅道府環ナースセンターによtデ発なりまi

看霞師等の大材確保の促進に関する法律に基づき、中央ナースセンターは日本看疲協会が厚生労働省から、榔道府県ナースセンタ
ーは榔遭府県のを霞協会が部遭府県から、指定を受けて選営しています

魯

■央チースセンター 1毒酔
公益社団法人日本看護協会 とどけるん 螂

ナースセンタ
:離職時等の層出憲口・無料職葉紹介事業
47毎遺薦肇のナースセンターでは、津織時等の届出の受付や離議中の

看護斡への構幸雲提供、再就業支援研修等の復職丈拶、鎌丼Ⅲ韓薬紹介事事

など、振、豊磯をサが―卜するための様々なお動を行つています̀
…

と/Qィ生機沸 魯書岳尋
スマニトフォンや′ヽソコンから「とどけるん』にアクセス.

書面での屋出はお近くのナースセンターヘお問合せください。

届出制度とは、保健師,助産師,看綾師.た看巌師の

免許を持ぢながら、その仕事に就いていない方に、

氏名や連絡先などを都道府県ナースセンターヘ

届け出ていただく制度です。(風出tよ努力義務 )

う一虚届け出た方へ

再度離職するなど、蹴に属け蟄!た情報に変更があるJ合は、
「とどける崩ヘアクセスし、届出情報の質新をお願いしまi

看 護 自市等 の 届 出 サイ ト

離職崎等の届醒
ナースセンターの無料職業紹介サイト

「eナースセンター」では、アヽソコン、スマート

フォンから仕事を探すことができまi

0ナースセンター盤

無料職業紹介
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`ナ Tスセンターに求人登録される
|   :施設の皆様へ

.

のたびはナースセンターを いただき有難うございますも
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登録項目を設けています。

つきましては、お手数ですが、求人登録の記載にご協力を

お願いします。

ヂエスセンター職員―同

ご 注 意 くだ さ い !!看 護 職 の 求 人 1採 用 に つ い て

′ナースセンターは無料職業紹介琴業者です。ナースセンタ
ーで取り扱う本人は、

職業安定法、労働基準法などに関係する法令に基づき受理しています。

法令に1反する内容の求人は受理学`たしませんので、くれぐれもご注意ください。

職業安定法の改正 (2018年 1月」ロ
ー施行)により、職業安定法IF基づく適切な

求人活動が行わ枠ない場合、求人騨設についても労働周から指導
・勧告を受ける場

合があります。求人活動を行う場合はくれぐれもご注意ください。

戸



善    よII蘊業嚢髪転鬱:
目的 :未就業看護職者 (届出細登録者含 )、 訪間看護師、福祉施設等に働く看護師の看護技術実践力と

就業意欲を高める。未就業看護職者の潜在化防止、再就業を促進する。

対象 :再就業の意思がある未就業看護職者・福祉施設等に勤務する看護職者・訪 F翻看護師

米初回受講の方、就業を急ぐ方l∫憂先

回 医療、看護の動向・看護倫理・観察技術 (1日口) 感染予防・医療安全・就業相談等 (2日目) 申込期間

1 5月 8日 (火) 10:00～ 15:30 5月 9日 (水)  9:30～ 15:00 4/20

2 11月 6日 (火) 10:00～ 15:30 11月 7日 (水)  9:30～ 15:00 10/30

【看護基本集合研修 :調義】 2日間ンリーズ研修 :募集人数 各20名
会場 :ながさき看護センター (諌早市)

【看護技術集含研修 :演習】 6日間シリーズ研修 :募集人数 替10名
会場 :長崎県看護キャリア支援センター (佐世保市)              l岡 数月 水・木曜日 10'00～ 15:00

研修の申し込みは、

ホiムページからできます。

こ不明な点がありましたら、

お電話で問い合わせください。

【医療麓設体験研修:実習】 3日間研修             |
硝業を希盟する脳殴で3日間の体験研修が受けられます。「看醸基本・■霊技術集合研修Jを受B博7された方対象です。

内容

回

医療安全・KYT
看護の動向と倫理

感染防止。標準予防策

排痰方法と吸引手技

栄養管理 !経管栄養

と胃療・口腔ケア・

食事介助

注射・採血・血糖

測定・ME機器の
取扱い

バイタルサインと

観察ポイント

急変時の対応・AED

創傷、褥療処置

体位変換・

車椅子移動

申込期間

1 4月 11日 4月 12日 4月 18日 4月 19日 4月 25日 4月 26日 3/30

2 6月 6日 6月 7日 6月 13日 6月 14日 6月 20日 6月 21日 5/30

3 8月  1日 8月 2日 8月 8日 8月 9日 3月 15日 8月 16日 7/20

4 10月 3日 10月 4日 10月 10日 10月 11日 10月 17日 10月 18日 9/20

5 12月 5日 12月 6日 12月 12日 12月 13日 12月 19日 12月 20日 11/20

6 2月 6日 2月 7日 2月 13日 2月 14日 2月 20日 2月 21日 1/30

【 問 合 せ 先 】 長 崎 県 看 護 キ ヤ リ ア 支 援 セ ン タ ー TEL:0956口 23田 8207

FAX:0956‐23‐ 8212 mait:nagasaki.kyana@sweet.ocn.neJp



長崎県看護キャリア支援也ツクー
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エンゼルメイク

自施設で研修在開催しませんか?
施設内研修を充実させたい。中

課題の解決対策に…・等

施設が必要とする研修を、
′
企画から開催当日まで

センターが支援します !

…その他、色々なテーマでご相談に応じます !

.実施期間 :7月～H31.2月の希望日 (月～金曜日)

.希望時間 :10:00～17:00(60～90分/1回 )

。実施場所 :希望施設

.費   用 :無料

.講   師 :県内講師のラ定です。当日、当センターから職員を派遣します。

.申 し込み :実施希望日の3ヶ月前までに、襲面に記入後FAXいただくか

ホームページよりお申込みください。

りも ※1施設1回

【お闘い合わせ・申込先】

長崎県看護キャリア支援センター l運営:指定管理者公益社団法人長崎県看護協会)

佐世保市平瀬町3番亀l TEL:0956‐ 23田8207 FAX:0956Ⅲ 23田8212

本一ムページ http://nagasakikango‐career.co m
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長崎県看警キャリア支援センター

老   
鬱
職場で話題になつていますか?

0「病院完結型」から「地域完結型」へ ・̈

0「医療機関」から らしの場 !へ ・̈

0「生活モデル Iへ ・̈等 々

多忙な中どうしましよう?

第1回 H30年9月 20日 (木)10:00～ 15:00

研修会。交流会 :認知症者護

第2回 H31年2月 22日 (金)10:00～ 15:00

研修会。交流会 :急変時対応

1.目  的 :他施設に働く看護職者との交流を通し、施設外職員等とネットワーク化を

図ることで、質の向上、離職防止につなぐ。

2.対  象 :①福祉施設等に勤務する看護職者。近隣施設の看護職者・訪問看護師

②一般病院に勤務する中堅看護職者

3.定  員 :30名
4.受 講 料 :無料

5.会  場 :長崎県看護キヤリア支援センター(佐世保市平瀬町3番地1)

6.申込方法 :FAXまたはホームペニジからお申込ください。

弘申 込 先 :長崎県看護キャリア支援センター

FAX 0956‐23-8212

本一ムページ http:〃nagasakikango‐ careerocom

8.申込期限 :第 1回 9月 10日 (月 )

第2回 2月 10日 (日 )

中堅看護職者研修・ 交流会
～福祉・医療・在宅等に就業する看護職者の研修および交流会～

00
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アピールポイント

看

0本所と2つの支所による 3地域での連携した運営と活動

0看護キャリア支援センダーとの連携による再就業支援研修の情報提供と研修終了後の就業支援

騨 :鍵

諫早市永昌町 23-6 ながさき看護センダー内
【受付時間】月曜日～金曜日 (祝日除く)9:00～ 4フ :00
TEL:0957‐ 49‐8060 FAX:0957‐ 49‐8063

長崎市魚の町 3-28 長障赤十字会館 6贈
【受付時FEE】 火・水・木曜日 (祝日除く)9:00～ 4ア :00
※月・金曜日は転送電話により諌早にて対応

TEL:095‐ 328‐ 174フ  FAX 1 095‐ 828‐ 1754

佐世保市平瀬町 3‐ 1 長崎県看護キャリア支援センダー内
【受付時間】月曜日～土曜日 (祝日除く)10i00～ 17:30
TEL:0956‐ 23‐8208 FA又 :0956‐ 23‐8212

諌 畢
(本所 )

長 崎
(支所,

鷲左世 l黒

(支所 )
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「ＣＨＥＣＫ＆ＤＯ２５」を使用しての雇用管理改善！ 

 

 

働きやすい・働きがいのある職場づくり、すなわち雇用管理改善はどこから着手し、どの

ようなやりかたで進めていけばいいのかお困りではないでしょうか？ 

そんな声に応えるのが、『介護の雇用管理改善ＣＨＥＣＫ＆ＤＯ２５』です。 

 

以下の手順で進めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

①経営者（管理者）の 

自己診断 

●「雇用管理改善チェックリスト（事業主用）」の 

 アンケートを実施する 

 自法人・事業所の強み・弱みを把握する 

②職員の意識調査 

●「雇用管理改善チェックリスト（職員用）」  の

 アンケートを実施する 

 職員の意識を把握する 

 

③経営者と職員の意識

のギャップ分析 

●①②を集計し、図に重ね合わせることにより、 

・経営者の想いと職員の想いとのギャップがある 

・経営者、職員双方とも点数が低いところがある 

このような項目が事業所としての課題となる 

④改善の優先順位付け 

●③にて判明した課題を改善するために優先順位を

付ける（人的、環境的、時間的、費用的な要因を 

 総合的に判断） 

⑤雇用管理の改善 

◆具体的な改善の進め方等についてご不明な点があり 

ましたら、当センターまでご連絡ください。 

（公財）介護労働安定センター 長崎支部 

 ☎０９５－８２８－６５４９ 



【事業主用】 

雇用管理改善チェックリスト 

ＣＨＥＣＫ＆ＤＯ２５ 
 

現状に該当する番号を○で囲んでください ⇒ 
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１ 
理念やビジョン、方針を職員に対し周知・徹底して

いる 
4 3 2 1 

２ 年度事業計画と目標を職員に対し明確に示している 4 3 2 1 

３ 
記録・報告、ミーティング等で、職員間での情報共

有を徹底している 
4 3 2 1 

４ 
自法人・事業所を取巻く環境や今後の課題について

話合う機会を設けている 
4 3 2 1 

５ 
現場からのアイデアや意見・提案を吸上げる機会を

設けている 
4 3 2 1 

Ｂ 

労
務
管
理
・
職
場
環
境 

６ 
仕事と育児など生活との調和等、個人の事情に配慮

した支援を行っている 
4 3 2 1 

７ 
業務内容や量に対応できる適切な人員を確保してい

る 
4 3 2 1 

８ 
勤務時間や仕事の内容で過重な負担を強いないよう

にしている 
4 3 2 1 

９ 
有給休暇の取得推進や福利厚生面の整備など、労働

環境の整備・改善を行っている 
4 3 2 1 

10 職員一人ひとりの心身の健康に配慮している 4 3 2 1 

Ｃ 

評
価
・
報
酬 

11 
仕事の役割や責任の範囲、必要な能力等を明確に示

している 
4 3 2 1 

12 
一人ひとりの果たすべき役割や目標について話合い

を行っている 
4 3 2 1 

13 
仕事ぶりや能力について評価し、面談によるフィー

ドバックを行っている 
4 3 2 1 

14 

仕事ぶりや能力について評価し、何らかの処遇改善

（賞与、一時金、報奨金、賃金改定等）につなげて

いる。 

4 3 2 1 

15 
賃金の決め方・上げ方をルール化し、明確に示して

いる 
4 3 2 1 

↓ 裏面へつづく  
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16 
職員のスキルアップのための研修方針があり研修

を行っている 
4 3 2 1 

17 
外部の講習会や資格取得等のために支援を行い、職

員のスキルアップを行っている 
4 3 2 1 

18 
新人に対する教育（ＯＪＴや新人研修等）を体系的

に行っている 
4 3 2 1 

19 
管理職層やリーダー層育成のための教育に力を入

れている 
4 3 2 1 

20 
将来のキャリアについて、支援（相談、研修等）や

アドバイスを行っている 
4 3 2 1 

Ｅ 

法
人
・
事
業
所
の
風
土 

21 
挨拶・声かけ、認める・ほめるといった組織風土が

ある 
4 3 2 1 

22 
職員が、自由にアイデアや意見を言える組織風土が

ある 
4 3 2 1 

23 
新しいアイデアを取入れたり、難しい課題に取組ん

だりする組織風土がある 
4 3 2 1 

24 
質の高いケアへの意識や向上心をもつ職員を育て

る組織風土がある 
4 3 2 1 

25 
自主性を尊重し、仕事を任せ、それを支援する組織

風土がある 
4 3 2 1 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 



【職 員 用】 

「働きやすい・働きがいのある職場づくり」のための 

ＣＨＥＣＫ＆ＤＯ２５ 
 

 

事業所の状況に関して、あなたの実感に合うものを選択し 

１～４から１つだけ選んで○を付けてください。 
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あ
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ら
な
い 
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て
は
ま
ら
な
い 

 

Ａ 

情
報
共
有
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン 

１ 
理念やビジョン、方針が職員に対し周知・徹底され

ている 
4 3 2 1 

２ 
年度事業計画と目標が職員に対し明確に示されてい

る 
4 3 2 1 

３ 
記録・報告、ミーティング等で、職員間での情報共

有が徹底されている 
4 3 2 1 

４ 
自法人・事業所を取巻く環境や今後の課題について

話合う機会が設けられている 
4 3 2 1 

５ 
現場からのアイデアや意見や提案を吸上げる機会が

設けられている 
4 3 2 1 

Ｂ 

労
務
管
理
・
職
場
環
境 

６ 
仕事と育児など生活との調和（ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ）等、個

人の家庭事情に配慮した支援がされている 
4 3 2 1 

７ 
業務内容や量に対応できる適切な人員が確保されて

いる 
4 3 2 1 

８ 
勤務時間や仕事の内容で過重な負担を強いないよう

配慮されている 
4 3 2 1 

９ 
有給休暇の取得推進や福利厚生面の整備など、労働

環境の整備・改善が行われている 
4 3 2 1 

10 職員一人ひとりの心身の健康に配慮されている 4 3 2 1 

Ｃ 

評
価
・
報
酬 

11 
仕事の役割や責任の範囲、必要な能力等のキャリア

パス基準が明確に示されている 
4 3 2 1 

12 
一人ひとりの果たすべき役割や目標について、定期

的に話合いが行われている 
4 3 2 1 

13 
仕事ぶりや能力について評価され、面談によるフィ

ードバックが行われている 
4 3 2 1 

14 

仕事ぶりや能力について評価され、何らかの処遇改

善（賞与、一時金、報奨金、賃金改定等）につなげ

られている。 

4 3 2 1 

15 
賃金の決め方・上げ方等がルール化し、明確に示さ

れている 
4 3 2 1 

↓ 裏面へつづく  
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Ｄ 

人
材
育
成 

16 
職員のスキルアップのための研修方針があり、研修

が行われている 
4 3 2 1 

17 
外部の講習会や資格取得等のための支援があり、職

員のスキルアップが図られている 
4 3 2 1 

18 
新人に対する教育（ＯＪＴや新人研修等）が体系的

に行われている 
4 3 2 1 

19 
一般職員に限らず、管理職層やリーダー層育成のた

めの教育も充実している 
4 3 2 1 

20 
将来のキャリアについて、支援（相談、研修等）や

アドバイスを受けている 
4 3 2 1 

Ｅ 

法
人
・
事
業
所
の
風
土 

21 
挨拶・声かけ、認める・ほめるといった組織風土が

ある 
4 3 2 1 

22 
職員が、自由にアイデアや意見を言える組織風土が

ある 
4 3 2 1 

23 
新しいアイデアを取入れたり、難しい課題に取組ん

だりする組織風土がある 
4 3 2 1 

24 
質の高いケアへの意識や向上心をもつ職員を育て

る組織風土がある 
4 3 2 1 

25 
自主性を尊重し、仕事を任せ、それを支援する組織

風土がある 
4 3 2 1 

◇あなた該当する選択肢の番号に○をつけてください。（統計的に処理しますので個人が特定されることはありません） 
 

性 別 １．男性    ２．女性  

雇用形態 １．正規職員  ２．契約職員  ３．パートタイマー  ４．その他  

年 齢 １．10代    ２．20代    ３．30代    ４．40代    ５．50代    ６．60代～  

勤続年数 １．３年以内  ２．３～５年以内  ３．５～10年以内  ４．10～15年以内  ５．15年以上  

役 職 １．役職なし  ２．主任    ３．係長    ４．課長    ５．部次長   ６．役員  

【自由記入欄】働きやすい・働きがいのある職場づくりのために、日頃あなたが感じていることを自由にお書きください。 
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老 総 発

老 高 発

老 振 発

老 老 発

平 成 2

0909第 1号

0909第 1号

0909第 1号

0′ 909第 1号

8年 9月 9ロ

都道府県

各 指定都市
1介
護保険主管部 (局 )殿

中核市

厚生労働省老健局総   務   課   長

(公 印 省 略 )

高 齢 者 支 援 課 長

(公 印 省 略 )

振 興 課 長

(公 印 省 略 )

老 人 保 健 課 長

′  (公 印 省 略 )

介護保険施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・徹底について

8月 31日 に、岩手県下閉伊郡岩泉町の認知症高齢者グルァプホィムにおいて、台風

第10号 に伴う暴風及び豪雨による災害発生により多数の利用者が亡くなるという痛ま

しい被害がありました。

介護保険施設等は、自力避難困難な方も多く利用されていることから、介護保険施設

等においては、利用者の安全を確保するため、水害B土砂災害を含む各種共害に備え

た十分な対策を講じる必婁があります。                    
′

これまでも「介護保険施設等における防災対策の強化にういて」(平成 24年 4月 20日

老総発 0420第 1号、老高発 0420第 1号 、老振発 0420第 1号 、老老発 0420第 1号 )

等のほか、今回の被害を踏まえ発出した「社会福祉施設等における非常災害対策及び

入所者等の安全の確保について」(平成 28年 9月 1日 層児総発 0901第 3号 、社援基発

1



0901第 1号、障障発 0901第 1号、老高発 0001第 1号 )の各通知及び関係法令に基づ

き、介護保険施設等の非常災害対策に万全を期するよう、指導を行つていただいている

ところですが、今回の被害の状況を踏まえて特に留意すべき事項を下記のとおりまとめ

ましたので、管内市町村及び貴管下介護保険施設等へ周知いただくとともに、都道府

県、市町村におかれては、水害 H土砂災害を含む非常災害時の計画の策定状況、避難

訓練の実施状況 (実施時期等 )に関し、指導
日助言いただき、その結果について点検い

ただくようお願いいたします。

また、下記 3に記載しているとおり、非常災害対策計画の策定状況や避難訓練の実

施状況については、別紙項 目について年末時点の状況を調査する予定ですので、ご承

知おきください。なお、下記 1、 2に記載する留意点については、下記 31こ記載する調査

対象施設に加えて、通所系サービスも含めて対応いただく事項となりますので、都道府

県におかれては、併せて管内市町村に対し、その言の周知をお願いします。

なお、本通知につきましては、内閣府や消防庁等関係省庁及び省内関係部局と協議

済みであることを申し添えまず。

記

声情報の把握及び避難の判断について           I

介護保険施設等の管理者を含む職員は、日頃から、気象情報等の公的機関による情報把握

に努めるとともIと、市町村が発令する「避難準備情報」、「避難勧告」等の情報については、確実

に把握し、利用者の安全を確保するための行動をとるようにすること。

このため、災害時に市町村が発令する『避難準備情報」等を介護保険施設等が入手する方法

について、停電等の場合も含め、予め所在市町村に確認することと

また、「避難勧告等のキ1断日伝達マ■ュアル作成ガイドライン」(平成27年 8月 19日付内閣府策

定)において、「避難準備情報」発令の段階で、災害時要配慮者は 避ヽ難の開始が求められるこ

とから、予め定めた避難場所へ避難するなど適切な行動をとる旨t避難計画に定め、発令された

際には適切に行動すること。「避難働告」や「避難指示」においても、適切に行動すること。なお、

これらの実施に当たつては、内閣府が作成した別添 1「水害や土砂災害から命を守るため

に !～社会福祉施設など災害時要配慮者利用施設の管理者の皆様へ～」も参照すること。

特に、近年、「想定外」の大規模な災害が発生することも多いことから、過去の経験のみに頼る

ことなく、利用者の安全を確保するために必要な対応を最優先に検討し、早め早めの対応を講じ

ること。  :

「避難準備情報i等に基づき、職員に求められる行動に関しては、別添2「今後の水害等に備

2



えた警戒避難体制の確保について(周知依頼 )」 (平成 28年 9月 2日 付事務連絡 (厚生労働省雇

用均等▼児童家庭局総務課、社会口援護局福祉基盤課、社会
日援護局障害保健福祉部障害福祉

課、老健局高齢者支援課)を参照願いたい。

2非常災害対策計画の策定及び避難訓練について

介護保険施設等はt非常災害に関ずる具体的な計画 (以下「非常災害対策計画」という。)

を定めることとされているが、この計画では、火災に対処するための計画のみではなく、

火災、水害日土砂災害、地震等に対処するための計画を定めることを想定しており、必ず

しも災害ごとに別の計画として策定する必要はないが、水害 日土砂災害、地震等地域の実

情にも鑑みた災害にも対処できるものとすること。

非常災害対策計画に盛り込む項目としては、以下の例が考えられる。非常災害対策計画

は、実際に災害が起こつた際にも利用者の安全が確保できる実効性のあるものとすること

が重要であり、別添3～ 5の資料も参考としながら、各介護保険施設等の状況や地域の実

情を踏まえた内容とすること。

【具体的な項目例】

日介護保険施設等の立地条件 (地形 等)
・災害に関する情報の入手方法 (「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認等)

B災害時の連絡先及び通信手段の確認 (自治体、家族、職員 等)
B避難を開始する時期、判断基準 (「避難準備情報発令」時 等)
H避難場所 (市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスベース 等)
日避難経路 (避難場所までのルート (複数)、 所要時間 等)
B避難方法 (利用者ごとの避難方法 (車いす、徒歩等) 等)
日災害時の人員体制、指揮系統 (災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な職員数 等)
日関係機関との連携体制                      等

また、非常災害対策計画の内容を職員間で十分共有するとともに、関係機関と避難場所

や災害時の連絡体制等必要な事項について認識を共有すること。 |

さらに、避難訓練を実施し、非常災害対策計画の内容を検証し、見直しを行うこと。そ

の際には、夜間の時間帯にも実施するなど、混乱が想定される状況にも対応できるよう、

訓練を実施すること。

非常災害対策計画の策定過程においても、災害に関する情報の入手方法や避難場所等必

3



要な情報が施設内で共有されていない場合には、速ゃかに共有しながら、策定を進めるこ

と。

非常災害対策計画の策定に際しては、地域の関係者と連携及び協力することとし、特に、

地域密着型サービスにおいては、「運営推進会議」等において～地域の関係者と課題や対応

策を共有しておくこと。

上記に記載した留意事項は、今般の事案の課題を踏まえたものであるが、既に発出され

ている通知等も踏まえて介護保険施設等における非常災害対策を講じること。

非常災害対策計画策定の参考となる資料として別添3～ 5の資料を添付するので、併せ

て参考とすること。

3 点検及び指導 日助言について  |

都道府県及び市町村は、上記 1(2に記載した留意事項を踏まえ、介護保険施設等にお

ける水害 日土砂災害を含む非常災害対策計画の策定状況及び避難訓練の実施状況について

点検し、水害 口土砂災害を含む非常災害対恭計画が策定されていない場合、策定されてい

るが項目等が不十分である場合については、速やかに改善し、遅くとも年内までに改善さ

れるよう、指導 I助言を行うこと。

また、避難訓練についても水害日土砂災害を含む避難ヨ‖練を実施できていない場合には、

速やかに実施し、遅くとも避難訓練実施の予定を年内までに立てるように指導
日助言を行

うこと。

別紙の3の対象施設I子おける別紙の 1、 2に記載した項目について、今年末時点の状況

を都道府県又は市町村において↓巴1屋及び報告をお願いすることとなる。

なお、別紙の項目については、今後、状況により変更する可能性があることを予めご承

知おき願いたい。               I

【参考となる資料】

(別添 1)「水害や土砂災害から命を守るために !～社会福祉施設など災害時要配慮者利用

施設の管理者の皆様へ～」 (内閣府作成)

(別添2)「今後の水害等に備えた警戒避難体制の確保について(周知依頼)」 (平成 28年 9月 2

日付事務連絡 (厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課、社会
日援護局福祉基盤課、

社会日援護局障害保健福祉部障害福祉課t老健局高齢者支援課)

(別添3)「防災ガイドB00K(震災対応編 )」 (平成25年 11月全国グループホTム連合会 )

http://ghttaban.net/pdf/dね asterprevendon― guide.pdf
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(別添4)「土砂災害(河川の氾濫)対応マニュアル」(平成28年 9月神戸市老人福祉施設導盟災

害対策委員会)

(別未5)「高齢者施設における防災計画作成指針」(羊成と5年 1月右川県健康福祉部)よリチ

ェッタシート等を抜粋

h中プ灼雨 .p面ねhikawattp/れndn/wam/tuLぉ chiたuuchと287.肌耐 、
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(別紙 )

調査項目案 (予定)

1 非常災害対策計画

① 水
｀
害日土砂災害を含む非常災害対策が策定されているか。

② ①で策定されている非常災害対策計画に以下の項目がそれぞれ含まれているか。

口介護保険施設等の立地条件

日災害に関する情報の入手方法

出災害時の連絡先及ぴ通信手段の確認

日趣難を開始する時期、判断基準      !
日避難場所

・避難経路

E避難方法                  `
日災害時の人員体制、指揮系統          下

・関係機関との連携体制 
｀  、  |

2 避難訓練

① 平成28年に水害日土砂災害の場合を含む避難訓練が実施された力l。

② されていない場合、実施予定時期はいつか。

3 対象施設            !                  :
B介護老人福祉施設 日介護老人保健施設  ユ介護療養型医療施設
口養護老人ホァム

'日 軽費老人ホTム  ロ有料老人ホーム (サービス付き高齢者向け住

宅の登録を受けているものを含む。)       i
口認知症対応型共同生活介護  口′1ヽ規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護  ・短期入所生活介護

・通所介護事業所の設備を利用した夜間及び深夜の通所介護以外のサービス (宿泊サイ

ビス)(認知症対応型通所介護を含む)

※上記項目は厚生労働省において調査する予定の項目を示したものであり、非常災害対策

として上記項目のみを実施すれば足りるというものではない。  :

来上記項目にういては、現時点で予定している項目であり、今後、項目の追加
B変更等が

ありうる。
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老 総

老 高

老 振

老 老

平 成

発 0131第 1号

発 0131第 1号

発 0131第 1号

発 0131第 1号

29年 1月 31日

各 都道府県 介護保険主管部 (局 )長 殿

厚生労働省老健局総   務   課   長

(公 印 省 略 )

高 齢 者 支 援 課 長

振

老  人

(公

興

(公

保

(公

印 省 略 )

課   長

印 省 略 )

健  課  長

印 省 略 )

介護保険施設等における非常災害対策計画の策定及び避難訓練の実施の

点検及び指導田助言について

平成 28年 3月 31日 にt岩手県下閉伊郡岩泉町の認知症高齢者グループホームにお

いて、台嵐第 101号に伴う暴耳及び豪雨 Iキよる災害発生により多数の利用者が亡くなる

という痛ましい被害があり吉した。 |                ・

介護保険施設等 lま、自力避難困難な方も多く利用されていることから、介護保際施設

等においては、利用者の安全を確保するため、水害 H上砂栄害を含む各琴重災害に備え

た十分な対策を講じる必要があり、「介護保険施設等における利用者の安全確保及び

非常災害時の体制整備の強イい1徹底I〒ついて」(平成28年 0月 9日 老総発 0909第 1号、

老高発 0909第 1号、老振発 0909第 1号、老老発 0909第 1号 )に基づき、介護保険施

設等の非常災害対策に万全を期するよう、指導をお願いしたところです。
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同通知では、都道府県 :市区町村が、管内の介護保険施設等の水害巨土砂災害を含

む非常災害時の計画の策定状況や避難訓練の実施状況 (実施時期等)を点検し、計

画が策定されていない場合や避難訓練が実施されていない場合は管内の介護保険施

設等に対し指導・助言を行い、その結果について都道府県・市区町村ごとに把握し、厚

生労働省に対し報告していただくようお願いさせていただいたところです。

これに基づき、貴職におかれましては、貴管内の市直町村に対し、市区町村が指定し

た介護保険施設等の計画の策定状況・避難訓練の実施状況を点検しt必要に応じ指

導 B助言を行い、その結果について貴職宛て報告するよう求めるとともに、貴職の指定に

係る介護保険施設等における非常災害時の計画の策定状況、避難訓練の実施状況

の現状を点検し～必要に応じ指導
B助言を行い、その結果及び市区町村から受けた報 I

告をとりまとめ、当省に報告していただきたく、具体的には下記の方法により実施いたし

ますので、ご協力をお願いいたします。  !

なお、本通知につきましては、内閣府や消防庁等関係省庁及び省内関係部局と協議

済みであることを申し添えますと

1.点検項目

(非常災害対策計画の策定状況)

① 水害H土砂災害を含む地域の実情に応じた非常災害対策計画が策定されているか。

② ①で策定されている非常災害対策計画に以下の項目がそれぞれ含まれているか。
日介護保険施設等の立地条件

B災害に関ずる情報の入手方法

日災害時の連絡先及び通信手段の確認

口避難を開始する時期、判断基準

「 口運難場所
日避難経路

・避難方法

B災害時の人員体制t指揮系統                   イ

・関係機関との連携体制

記
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(避難訓練の実施状況)

① 平成28年内に水害日土砂災害の場合を含む地域の実情に応じた災害に係る避難訓練

が実施されたか。

② ①がされていない場合t平成28年度内に実施する予定はあるか。

※ 策定すべき非常災害対策計画の内容について

火災・地震に関する計画に加え、今般の事案において風水害による甚大な被害が生じたこ

とを踏まえ、また、昨今の気象状況から台風や風害に関する被害はどの地域でも起こりうると

考えられることから、それぞれの施設の属する地域日地形などを考慮し、起こりうる災害に対し

網羅的に対応できているかにういて確認すること。なお、起こりうる災害の範囲について疑義

が存在する場合には、消防及び防災部局と協議のうえ、決定することも

2.点検対象とする施設・サービス

① 介護老人福祉施設 (土也域密着型を含む。)② 介護老人保健施設 ③ 介護療養型医療施

設

④ 養護老人ホニム ⑤ 軽費老人ホーム ⑥ 有料老人ホーム(サニビス付き高齢者向け住宅

の登録を受けているものを含む。)

⑦ 認知症対応型共同生活介護 ③ Jヽ規模多機能型居宅介護

③ 看護小規模多機能型居宅介護 ⑩ 短期入所生活介護

① 通所介護(地域密着型(療養運所介護を除く。)を含む。また、通所介護事業所の設備を利用

した夜聞及び深夜の通所介護以外のサービス(宿泊サービス)を含む。)

⑫ 療養通所介護

○ 通所リハビリテーシヨン(介護保険法第71条による居宅サービスに係る第41条第1項本文の

指定を受けた事業所を含むょ)

① 認知症対応型通所介護(認知声正対応型通所介護事業所の設備を利用した夜間及び深夜の

認知症対応型通所介護以外のサービス(宿泊サービス)を含む。)

3,点検及び報告方法

点検及び報告の方法は以下のとおりとする。

I)都道府県における点検みび報告の方法
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① 都導府県は討旨定権限を有する管内の介護保険施設等に対し、点検票1(事業者用)の

記入を依頼する(介護保際施設等への点検票1人の記入依頼については、電子メールで

の依頼など最も簡便な方法を採れるものとする。工の市区町村において同じ。)。

② 都道府県は、管内の市区町村,こ対し、点検票1及び点検票2(市区町村とりまとめ用)を

送付し、点検票2の記入を依頼する。

③ 都道府県は、市区町村から点検票2を回収した後、点検票3(都道府県とりまとめ用)に「

管内の金ての事業者の状況をとりまとめ、厚生労働省に提出する。

Ⅱ)市区町村における点検及び報告方法

① 都道府県から点検票2の記入を依頼された市区町村は、指定権限を有する管内の介護

保険施設等に対し、点検票1の記入を依頼する(介護保険施設等への点検票1への記入

依頼にういてはt各自治体において電子メールでの依頼など最も簡便な方法を採れるも

のとする。)

② 市区町村は、点検票1が管内の介護保険施設等から提出された後、点検票2にとりまと

め、都道府県に提出する。

※ 本点検については、全ての介護保険施設等が非常災害対策計画の策定及び避難訓練の実

施が行わ柿ることを目的に、実施していただくものであり、非常災害対策計画の策定及び避難

訓練の実施の箇所数を把握するのみならず、こうした取組について未実施又は不十分である

と判断した介護保険施設等に対しては、当該取組を実施するに当たり必要な指導日助言を行っ

ていただくこと。     モ

4.回答期限

都道府県より厚生労働省老健局高齢者支援課へ点検票3の電子媒体を平成29年 3月 15日

(水 )までにご提出ください。

【照会先】

厚生労働省考健局

(2.の①④⑤⑥の点検、点検全般、点検票3

の提出先について)
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高齢者支援課施設係

目邑   言舌:03-5253-1111(内 o927、 3928)

(2.の⑦①の点検について)

総務課認知症施策推進室認知症施策推進係

電  話:03-5253-1111(内 3975)  |

(2.の③⑩①の点検について)

振興課基準第2係

電   話 :03-5253工 1111(肉 3987)

(2.の②③③⑫①の点検について)

老人保健課企画法令係

電
｀
  言舌103-5253-1111(内 9948、 3949)
ヽ
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摩

黎

強
~p

雇児総発 0619第 1号

社援保発 0619第 1号

障企発 0619第 2号

老椎発 σ619第 2号

老高発 0619第 1号

老振発 0619第 1号

老老発 0619第 1号

国 水 環 :防 第 5号
国 水 砂 第 10号
平成 29年 6月 19日

関係者 (別紙 1参照)各位

厚 生 労働 省雇 用 均 等・ 児童 家 庭 局総務 課 長

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 長

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉都企画課長

厚 生労働省老健局総務課認知症施策推進室長

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 長

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 長

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 長

(公 印 省 略 1)

国土交通省水管理・ 国土保全局河川 環境課

(印影印刷)

国土交通省水管理 a国土保全局砂防都砂防計

(印影印刷)

「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル」の

周知及び点検の実施について (依頼)

水防法等の一部を己女正する法律 (平成 29年 5月 19耳法律第31号)が施行され、水

防法又は土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 (以下、「土

砂災害防止法」とする)に基づき市町村地域防災計画に定められた洪水等の浸水想定区

」
投

鱗
貯

tiiii1 11∵
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域内又は土砂災害警戒区域内の要配慮者禾ll用施設の所有者又は管理者 (以下、「管理者等」

とする)に対し、避難確保計画の作成、剖1練の実施が義務づけられました。

この改正を受けて、要酉己慮者利用施設の管理者等が作成した避難計画について、施設

を所管する公共団体が水防法・土砂災害防止法上の観点から点検し、送該施設において

要配慮者を確実に避難させられるよう、「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設におけ

る避難計画点検マニュアル」(別紙2)を国土交通省と厚生労イ動省の共同により作成しま

したので、お知らせします。

また、貴職におかれましては、本内容を貴管内市町村に周知するとともに、要配慮者

利用施設の避難計画に係る都道府県及び市町村の点検体制についてく本マニユアルの記

載内容も参考に、貴都道府県関係都局及び管内市町村と共同して確認・調整し、要配慮

者利用施設の避難計画の点検を適切かつ確実に行うよう措置方願います。

なお、要配慮者禾ll用施設の管理者等が水防法・土砂災害防止法に基づく避難計画を作

成するにあたつて参考となる情報 (別紙 3参照)を国土交通省σ)Webサイトに掲載して

おりますので(あわせて周知をお願いします。

○民生主管部
厚生労働省

の点検体制関係
用均等・児童家庭局総務課羅

課長補佐  稲田 (内線 7952)
調整係長  武居 (内線 7830)
T E L 103 5253-1111(代 表 ) FAX:03-359許 2313

厚生労働省社会・援護局保護課
予算係長  加藤 (内線 2824)
予算係   原  (内線 2824)
TEL:03-525チnll(代表) FAX:0子 35035934
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課
企画法令係 平野 (内線 3022)

TEL:03-52531111(代表) FAX:03-350藩0392
厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

室長補佐      余語 (内線 3869)
認知症施策推進係長 近藤 (内線 3975)
TEL:03-52531111(代表) と｀AX:033503-2740
厚生労イ動省老健局高齢者支援課
課長補佐 吉行 (内線 3970)
施設係長 村田 (内線 3928)
TEIン
'03 5253 Hll(代

表) FAX:03-3503-3670
厚生労働省老健局振興課

法令係 屋成 (内線 3937)
TEL:6許 5253-1111(代表) FAX:0335037894
厚生労働省老健局老人保健課
企画法令係 岡田 (内線 3949)
TЁ L:03-5253 mll(代表) FAX:03-3503-4010
0水書関係
国土交通省水管理・口土保全局河,H環境課水防企画室

課長補佐   小川 (内繰 35439) ―
津波水防係長 大山 (内線 35457)
T E L i03 5253-3111(代 表) FAX:03-52531603
③土砂災害関係         |
国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課

企画専門官  山本 (内線 3e152)
地震対策係長 辻  (内線 36154)
TEL:035253 FAX:03-5258-16101
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掛

中 防 災 第 10号
平成 30年 5月 23日 |

厚生労働大臣  殿

中央防災会議会民

(内閣総理大壼)i

安 倍 習
|

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について

貴殿におかれては、日頃から各般の施策を通じて災害対策の推進に御尽力をいただ

いているところであるが、例年、梅雨期及び台鳳期においては、各地で局地的大雨や集

中豪雨が観測きれ、河川の急な増水・氾濫、内水氾濫、がけ崩れ、土石流、地すべり、

高潮、竜巻等により、多数の人的被害及び住家被害が発生している。特に昨年は、平成
29年 7月九州北部豪雨による災害を始め、全国各地で災害が発生したところである。
ついては、梅雨期及び台風期を迎えるに当たり、人命の保護を第下義とし、下記の点

に留意して防災態勢の下層の強化を図られたい。
その際には、近年の集中豪雨の頻発及び竜巻等突風の相次ぐ発生並びに被害状況の

多様化や、風水害の危険性に加え、早期避難の重要性及び災害時にとるべき避難行動に
ついて周知徹底を図られたい。また、揮めて突発的に災害が発生する場合もあることか

ら、避難勧告等が発令されていない状況であつても、住民自身が危険であると判断した

際には、躊躇せず避難するよう周知徹底を図られたい。さらに、早期避難のための避難

態勢め構築の徹底等、住民が適時的確な避難行動を型断できるようにきめ細かな取組
の充実を図られた静ヽ。  I        、
水害、土秒災害から人的被害や孤立者を減らすためには、適時的確な避難勧告等め発

令 1伝達が重要であることから、「避難勧告等に関するガイドライン」に記載されてい

るとおり、市町村は空振りをおそれずに躊躇なく避難勧告等を発令することを基本と

し、発令する際には、対象者ごとにとるべき避難行動がつかるよ:―うに繰り返し伝達する
こととされており、貴殿におかれては必要な支援に努められたい。また、介護保険法 (平

成9年法律第 123号)や水防法 (昭和24年法律第 193号)、 土砂災害警戒区域等にお
けると砂災害防止対策の推進に関する法律 (平成 12年法律第57号)等により、要配慮

者利用施設は、避難確保計画等の自然災害に関する計画 (以下「災害計画」という。)
を作成することとなつており、災害計画の作成を促進するため、貴殿におかれても必要
な支援に努められたい。
また、市町村が行う避難勧告等の発令に関する各種取組への積極的な協力及び関係

機関に対する指導方を改めて依頼する。

団突蕩
埜
績
一玉
轡憔災

肺 鯉騒
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記

1.災害の発生を未然に防止するため、防災事務に従事する者の安全確保にも留意した
上で、職員の参集や災害姑策本部の設置等適切な災害即応態勢の確保を図り、関係機

関との緊密な連携の下に、特に以下の取組について万全を期すること。

①危険箇所等の巡視 。点検の徹底

河川等の氾濫、がけ崩れ、土石流等災害発生のおそれのある危険箇所の巡視・J煮検

の徹底を図るとともに、地形、地質、土地利用状況、災害履歴及び最近の降雨状況

を勘案し、従来危険性を把握していなかつた区域も併せて再度安全性をJ煮検する

等、適切な措置を講ずること。

②河川管理施設を始めとする施設管理等の強化

施設管理者等は、災害発生に備え、管理施設等について、点検及び必要な箇所に

対する補修等の措置を講ずるとともに、施設の操作人員の配置計画ミ連絡体制、

操作規則等の確認をする等、管理の強化を図ること。また、台風の接近等、災害

発生のおそれのある場合には、事前に改めて施設の点検等を行うこと。

③災害発生のおそれのある箇所等の周知徹底      _
住民等が災害から身を守るための安全確保行動に資するため、浸水想定区域 (洪水、

内水、雨水、高潮(津浅)や、津波災害警戒区域、土砂災害警戒区域、土砂災害危
険箇所を始めとする災害発生のおそれのある箇所等貴殿が所掌上保有する情報に

ついて、市町村等への提供を行うこと。なお、激しい雨が継続する、あるいは落石

等の災害の前兆現象が発生する等して、指定緊急避難場所まで移動することが、か

えつて命に危険を及ばしかねないと判断される場合は、近隣のより安全な場所や建

物へ移動し、それさえ危険な場合は屋内上階の山からできるだけ離れた部屋等へ避

難する等して安全を確保する必要性についても併せて周知を図ること。特に、地震

の被害を受けた地域においては、降雨による土砂災害が発生しやすい状況にあるこ

とから、十分に注意すること。

④防災気象情報及ぴ河川情報の収集及び早い段階からの危機意識の醸成及び確実な

防災情報伝達の徹底

災害発生の危険度の高まりに応じて段階的に発表される注意報。警報・特別警報等

(警報級の可能性、警報に切り替える可能性が高い注意報を含む。)、 危険度の高

まりが5段階等で色分け表示された危険度分布等 (上砂災害警戒判定メッシュ情報、

流域雨量指数の予測値、大雨・洪水警報の危険度分布)、 土砂災害警戒情報、
｀
指定

河川洪水予報、竜若注意情報、台風情報等の防災気象情報及び河川の水位、カメラ

画像等の河川情報の収集・伝達を徹底し、関係者間での危機意識の醸成及び共有を

図ること。特に住民等に対し避難勧告等を発令すo市町村に封してはきめ細かな情
報の発信に努めること。また、ホームページ、SNS等のインターネシト(以下「イ
ノ`ターネット」という1)等により提供された情報については、必要に応じ適切に
災害武ヽ に活用すること。情報の伝達に当たつては、マスメディアと連携を図ると

ともに、́コミュニティFM、 インタとネット、Lアラエト、さらには、PUSH型
手段となる緊急速報メール等あ多様な伝達手段を組み合わせて括用し、早い段階か
らの確実な防災情報提供に努めること。

⑤関係機関から市町村に対する助言等

市町村に封して適切な助言が行えるよう、事前に十分な準備を行い、必要に応じて、

直接、市町村長に対して助言を行うこと。また、市町村等と共同して、防災行動を
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時系列で整理したタイムラインを作成し、発災前から防災情報の発表・伝達等を的

確かつ円滑に実施すること。

③地下空間の浸水対策等の強化

地下空間を管理する主体と連携し、地下空間の浸水に対する危険性について、利用

者に対して事前の周知を図り、浸水対策及び避難誘導等安全体制の強化に万全を期

すること。洪水が発生し、又は洪水が発生するおそれがある場合には、迅速かつ的

確な情報の伝達、利用者等の避難のための措置等を講ずること。

道路の冠水姑策強化について、道路のァンダーパス部等、局地的な大雨により冠水

し、車両が水没する等重大な事故がおきるおそれがある箇所にういては、道路利用

者への注意喚起や情報提供を適切に行うとともに、事前に標識、情報板、排水ポン

プ等の施設をンく検する等の措置を講ずること。また、施設管理者や所轄の警察、消

防は引き続き、相互に情報を共有するとともに、連絡体制の確保、運行止めの措置、

救助等に遅れが生じないよう措置を講ずること。

②水辺等利用者に対する情報提供及び自助意識の啓発
大雨後の河サ|1増水時には、河サ|1管理者等と連携し、河デII等の水辺利用者に対して情

報を提供し、安全な場所へ避難するよう注意を促す等、適切に対応すること。増水

時や台風の際、農業用水路、JF水路(岸壁等から落ちる危険性等もあることから、
これらに近付かない等の注意を促すことも含めて、水難事故防上についての自動意

識を啓発すること。
③災害対策本部における機能の維持
災害対策本部を運営する職員に過度な負担がかかり機能不全に陥ることがないよ

う、平時から災害時において優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行

するためめ役割を分担する等、組織を挙げた体制をあらかじめ構築しておくことよ
また、一定の業務を継続的に行えるよう業務継続計画を確認し、必要に応じて修正

する等の対策をとること。
⑨非常用電源の確保
災害対策本部が設置される庁舎においては、災害発生時に備え、非常用電源の保守・

点検等を行い、浸水等に備えた対策をとること。    |

2.自然条件やナ也形(住民の居住状況等といつた、それぞれの地域の持つ特性を考慮し
た、具体的でわかりやすい避難勧告等の発令基準や発令区域とするため、関係機関は

市町村に対して能動的な支援の実施に努めること。また、想定される災害の種別毎に

定められる指定緊急避難場所が指定避難所と異なることについて十分に周知を図つ

た上で市町村における指定緊急避難場所及び指定避難所の指定を促進すること。
このほか指定緊急避難場所の表示等を新設・変更する際は、当該避難場所が対応し

ている災害種別が一目でわかるよう、平成 28年 3月 に日本工業規格に定められた「災

害種別図記号 (JIS Z8210)」 及び「災害種別避難誘導標識システム (JIS Z9098)」
に基心く表示に努めるとともに、これらの設置に関しては、必要に応じて市町村へ協

力を行うように努めることも       ｀
なお、平成28年 12月 より群難情報の名称を「避難指示 (緊急)」 (「避難勧告」
及び「避難準備・高齢者等避難開始」に変更したので留意されたい。

i視聴覚障害者等の情報が伝わりにくい要配慮者に対しても避難勧告等の情報が確
実に伝達されるような措置を促す等適切な取組を推進するとともに、市噂村におけ
3
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る避難行動要支援者名簿に係る名簿情報の避難支援等関係者への提供の促進等に努

めること。

4.要配慮者の避難を考慮し、地方公共団体への防災情報の提供を早期に行うととも
に、要配慮者利用施設管理者等へ災害計画の作成や避難訓練の実施の支援に努めるこ

と。また、地方公共団体による計薗の具体的な内容や避難訓練の実施状況の確認、施

設への情報伝達体制の確保について、必要な支援に努めること。

5 .災害時に疇躇なく避難勧告等を発令。伝達できるようにするとともに、住民自身が

適切に避難行動をとることができるようにするため、専門家等の知見も活用し、職員

と多数の住民の参加による洪水や土砂災害等の地域の実情に応じた災害を想定した

避難勧告等の発令 ,伝達、避難判断のための訓練を、災害発生のおそれが高まる出水

期前に実施するよう努めることき

6.災害復旧事業施行中の箇所について、再度の災害発生及び復旧作業中の事故等を防
止するため、気象情報等に留意しわつ警戒監視を行う等、道切な措置を講ずること。

7.災害が発生した場合、ボランティアによる支援活動が円滑に行われるよう、発災時
のみならず平時から地方公共団体、社会福祉協議会、ボランティア団体(中間支援組

織 (NPO・ ボランティア団体等の活動を支援するたつ、人材t資金、情報等の仲介や
コーディネート等を担う組織)等との連義を促進し、必要な情報の提供を行うととヽ
に受援体制の整備促進に努めること。また、ボランティアを受け入れるに当たっては、
4ボランティア保険への加入奨励、危除な作業の回避等の安全確保対策を十分に講じる
よう普及啓発を促進することき

以上
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中防通知 i獅敬 び台ナ離卿こおける防災態勢の強化について」 (各指定行政機関の長、指定公共機関の代表宛て)の新旧姑照表
平成 30年 5月 11日

Ｐ
∞

梅雨期及び台風期 Iこおける防災態勢の強化について

貴殿におかれては、日頃から各般の施策を通じて災害対策の推進に御

尽力をいただいているところであるが(例年、梅雨期及び台風期におい

ては、各地で局地的大雨や集中豪雨が観測され、測 Hの急な増水・氾濫、

内水氾除 崖崩れ、主石漁 地滑り、高潮、竜巻等により、多数の人的

被害及び住家被害が発生している。特に昨年イk統 計開始以降 2番目に
多い数の台風が日本に上陸したこと等により、全国各地で災害が発生し

たところである。

ついては、梅雨期及び台風期を迎えるに当たり、人命の保護を第‐義

とし、下記の点に留意して防災態勢の一層の強化を図られたい。

その際には、近年の集中豪雨の頻発及び竜巻等突風の相次ぐ発生滞び

に被害状況の多様化点 風水害の創父̀陛 I勃日え早期避難の重要
Jl生及び災

害時にとるべき避難行動について周知徹底を図られたし、 また、極めて

突発的に災害が発生する場合もあることから、避即勧告等が発令されて

いない状況であつても、住民自身が危険であると判断した際には、躊曙

せず避難するよう周知徹底を図られたい。さらに、早期避難のための避

難態勢の構築の徹底筆 住民が適日軸勺確な避難行動を判町できるように

きめ細かな取組の充実を図られたしち

水害、土砂災害から人的被害や孤立者を減らすためには、適時的確な

避難勧告等の発令・イ議勤ミ重蒙 あることから、 晒郵勧告等に関する
ガイ ドライ判 に記載されているとおり、市町村は空振りをおそれずに

躊躇なく避鄭勧告等を発令することを基本とし、発令する際には、対象

者ごとにとるべき避難行動がわかるよう旧繰り返し伝達することとされ

ており、貴殿におかれては必要な支援に努められたい。

特に平成28年台風第 10号による水害ではt要配慮者利用施設が被災

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について

貴殿におかれては、日頃から各般の施策を通じて災害対策の推進に御

尽力をいただいているところであるが、イアl年、梅雨期及び台風期におい

ては、各地で局地的人雨や集中豪雨が観測され 測 Hの急な増水・氾濫、

内水氾旅 がけ崩れ、土石流、地すべり、高潮、竜巻等により、多数の

人的被害及噛 お婢事が発生している。特に昨年は、平成
"年
7月 ナJ引

北都豪雨による災害を始め、全国各地で災害が発生したところである。

ついては、梅雨期及び台風期を迎えるに当たり、人命の保護を第―義

とし、下記の〕点に留意して防災態勢の一層の強化を図られたい。

その際には、近年の集中豪雨の頻発及び竜巻等突風の相次ぐ発生碓び

に被害状況の多様化点 風水害の創父
Jl生イ功日え、早期避難の重要性及び

災害時にとるべき避難行動について周知徹底を図られたい。また、極め

て突発的に災害が発生する場合もあることから、弼郵級店等が発令され

ていない状況であつても、住民自身が危険であると判断した際には、疇

躇せず避難するよう周知徹底を図られたし比 さらに、早期避難のための

避難態勢の構築孵 、住民が適時的確な帥 穏媛辞J断できるよう

にきめ細かな取組の充実を図られたい。

水害、土砂災害から人的被害や孤立者を減らすためには、適時的確な

避難勧告等の発令。伝達が重要であることから、「避難勧告等に関する

ガイ ドライ判 に記載されているとおり、市町村は空振りをおそれずに

躊躇なく避期勧告等を発令することを基本とし、発令する際には、対象

者ごとにとるべき避難行動がわかるよう旧傑り返し伝達することとされ

ており、貴殿におかれては必要な支援に努められたしヽ。また、介護保険

法 (平成 9年法律第 123号)や水防法 僻召和24年法律第 1981務 、土砂
災害警戒区域絆における士砂災害防止対策の推進に関する法律 ∈静成 12

平成 29年 度平成 30年度
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し、深刻な人的被害が発生し亀 要配肺 ll用施設は、施設毎の規定 (介

護保 [父法 (平成 9年法律第 123号)等)や(災害に対応するための災害
毎の規定 lアk防法

″
(昭和24年法律第 193号)91こより、災害に関する

計画 (以下「災害計画」という。)を作成することとなつていることか
ら、 自然災害からの避難を含静計画とすることを徹底するため、貴殿に
おかれても必要な支援に努められたい。また、「避難準備情報」の名称

について、要配慮者が避難を開始する段階であることを明確にするなど

の理由から、「避難準備・高齢者等避難開始」に変更したので改めて周

知徹底を図られたい。

貴殿におかれても、帥 ミ行う脚 幣 ♂)発令に関肪る各不重取組

への積極的な協力及び関係機関に対する指導方を改めて依頼する。

記

1:災害の発生を未然に防止するため、防災事務に従事する者の安全確
保にも留意した上で、職員の参集や災害対策本部の設置等適切な災害

即応態勢σ)確保を図り、関係機関との緊密な連携の下に、特に以下の

取組について万全を期すること。

①危険箇所等の巡視 。点検の御底

河川等の氾濫(崖崩れ、土石流等災害発生のおそれのある危険箇所
の巡視・点検の徹底を図るとともに、地形、地質、土士断 l用状汎

災害履歴及び最近の降雨状況を勘案して従来痢働性をヤ鴎屋していな

かつた区域もイ井せて再度安全性を,敵する等、適切な措置を講ずる
こと。    ヽ
②河川管理施設を始めとする施設管理等の強化

施設管理者等は、災害発生に備え、管理施設等について、点検及び

必要な箇所に姑する補修等の措置を講ずるとともに、施設の操イ乍人

をする等、の配置計画、連絡体制、

年法律第 57号)等により、要西鰺諄釘嗜用施設は、避難確保計画等の自然

災害に関する計画 (以下「災害計画」という。)を作成することとなっ

てお り、災害計画の作成密是進するため、費殿におん泳て )ヽ必要な支援

に努められたい。

また、市町村が行う避難勧告等の発令に関する各種敗組合の積極的な

協力及蝋 係機関に対する指導方を改めて依頼する。

記

1.災害の発生を未然に防止するため、防災事務に従事する者の安ハェ確
保にも留意した上で、職員の参集や災害対策本部の設置等適切な災害

即応態勢の確保を図り、関係機関との緊密な連携の下に、特に以下の

取組について万全を期すること。

①危険箇所等の巡視 B点検の徹底

河川等り□礁 がけ崩れ、土石流等災害発生のおそれのある危険箇

所の巡視・点検の徹底を図るとともに、地形、地質、土ナ也希ll用状況、

災害履歴及び最近の降雨状況を勘案し、従来掴険性を把握していな

かつた区域も併せて再度安全性を点検する等、適切な措置を講ずる

こと。           |
②河川期 を夕台めとする施設管理等の3貪化

施設管理者等は、災害発生に備え、管理施設等について、点検及び

必要な箇所に対する補修等の措置を講ずるとともに、施設の操作人

の 潮絡イ柿 吹 撫儲眼 I!貨竜言 をする等、管理のじ負化

平成 29年 度平成 30年 度
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を図ること。また、台風の接近等、災害発生のおそれのある惨髪当こ

は、事前に改めて施設の点検等を行うこと。

③災害発生のおそれのある箇所等の周知徹底  ´

住民等が災害から身を守るための安全確保行動に資するため、浸水

想定区域 (洪水、内水、雨水、高潮、津波)や(津波災害警戒区域、
土砂災害警戒区域(上砂災害知険箇所を始めとする災害発生のおそ

れのある箇所等貴殿が所掌上保有する情幸融こついて、市町村等への

提供を行うこと。なお、激しい雨力縣

'鮒

静
~る
等して、指定翻

場所まで移動することが、かえつて命に危険を及ぼしかねないと判

断される場合は、近隣のより安全な場所や建物瓜移動し、それさえ

危険な場合は屋内上卜
'白

ヒの山からできるだけ離れた部屋等今避難する

等して安全オど確イ呆する必要Jl生にあいても併せて周知を図ること。特
に、地震の被害を受けた士抄或においては、降雨による上砂災害が発

生しやすい状況にあることから、十分に注意すること。

④防災気象情報の収集及び早い段階からの危機意識の醸成及び確実な

防災情報伝渤 徹底

降雨時の気象状泳 気象等特丹l磐幸長・警報や警報に切り替える可能

性の高い注意報、警報級の可能l生、指慮厠 |1拶期衝鮮R、 土砂災害警

戒情報、土砂災害警戒判定メンシユ情報、流域雨量指数の予測伝

大雨・洪水警報の危険度分布、竜巻注意情報、台風清報等の防災気

象情報の収集 。伝達を徹底し、関係者間での危機意識の醸成及び共

有を図ること。特に住民等に対し避難勧告等を発令する市町村に封

してはきめ細か′演情報の発信に努めること。また、ホームページ、

SNS等のインターネット (以下「インターネット」という。)等に
より提供されたケ屑削こついては、必要に応じ適切に災害対応に活用

すること。情報の伝達に当たつては、マスメディアと連携を図ると

ともに、コミュニティFⅣKインターネット、Lアラート、さらに

を図ること。また、台風の接近等、災害発生のおそれのある場合に

は、事前に改めて施設のPI敵等を行うこと。

③災害発生のおそれのある箇所等の周知徹底 ―
住民等が災害から身を守るための安全確保行動に資するため、浸水

想定区域 (洪水、内水、「稀憔 高潮、津波)や、津波災害警戒区域、
土砂災害警戒区域(上砂災害危険箇所を始めとする災害発生のおそ

れのある箇所等貴殿が所掌上保有する情辛脚こついて、搬 博 今の

提供を行うこと。なお、,激しい雨わ落隣 する、あるいは落石等の災

害の前兆現象が発生する等して、指定緊急避難場所まで移動するこ

とが、かえって命に危険を及ばしかねないと判断される場合は、近

隣のより安全な場所や建物′ヽ移動し、それさえ危険な場合は屋内上

階の山からできるだけ離れた部屋等公避難する等して安全オど確イ呆す

る必要`l生についても併せて周知を図ること。特に、地震の被害を受

けた地域においては、降雨による士砂災害が発生しやすい状況にあ

ることから、十分に注意すること。

④防災気象情報及ひW「1∫lll情報の収集及び早い段階からの危機意識の醸

成及び確実な防災晴報伝達の徹底

災害発生の危険度の高まりに応じて段階的に発表される注意報 。警

報・特勇1磐報等 (警報級の可能隆、警幸殿こ切り替える可能陶 ミ高い

注意報を含軌 )、 危険度の高まりが 5段階等で色分け表示された

危険度分布等 (土砂災害警戒判定メッシュ情辛k流域雨量指数の予
測値、大雨 a洪水警報の危険度ノ刀`布l、 上砂災害警戒情報、指定河

川洪水予報、竜巻注意晴幸欧 台風情報等の防災気象盾報及飩 )キキの

水位、カメラ画像等のヤ嘲 1情報の収集 E伝達を徹底し、関係者間で

の危機意識の醸成及び共有を図ること。特に住民等に対し避難勧告

等を発令する市町村に対してはきめ細かな情報の発信に努めるこ

と。また、ホームページ、SNS等のインターネット (以下「イン
ターネット」という。)等により提供された庸幸開こついては、必要 に

平成 29年 度平成 30年度
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は、 PUSH型 手段となる緊急速報メール等の多様な伝達手段を組
み合わせて活用し、早い段階からの確実な防災清報提供に努めるこ

と。

⑤関係機関から市田丁本
・ヽすl球村

~るコノも詳

市町村に対して適切な助言力光子えるよう、事前に十分な準備を行い、

必要に応じて、直接、市叫 すヽ長に対して助言暫子うこと。また、市

町村等と共同して、防災行動を時系列で整理したタイムラインを作

成し、発災前から防災隋報の発表・伝達等を的確力つ円滑に実施す

ること。

③地下空間の浸水対策等の3貪化

地下空間を管理する主体と連携し、地下空間の浸水に対する危険性

にっぃて、不ll用者に対して事前の周知を図り、浸水対策及び避難誘

導等安全体制の強イヒに万全を期すること。洪水が発生し、又は洪水

が発生する践 れがある場合にはt迅速力つ的確な情報の伝達、利

用者等卿 ため孵 を講ずること。

等、適切に対応すること。増水時や台

⑦水辺等利用者に対するJ牌長提供及び自助意識の啓発

大雨後の河川増水時には、河川管理者等と連携し、河川等の水辺利

用者に対して情報を提供し、安企な場所
^避
難するよう注意をイ足す

、 オブ信亦』各、

応じ適切に災害対応に活用すること。情報の伝達に当たつては、マ

スメディアと連携を図るとともに、:コ ミュニティFM、 インターネ

ット、Lアラート、さらには、PUSH型手段となる緊急速報メー
ル等の多様姉 達手段を膨 静 せ

―て活用欧 早ヤ減晦 らヽの確寿
な防災情報提供に努めること。

⑤関係機関から市町本ヽすlこ対すo助言等

市町村に封して適切な助言力光子えるよう、事前に十分な蜂備を行い、

必要に応じて、直接、市町本ヽす長̂に対して助言を行うこと。また、市

町村等と共同して、防災行動を時系列で整理したタイムフインンを作

成し、発災前から防災清報の発表・伝達等を的確かつ円滑に実施す

ること。       ′

⑥地下空間の浸水対策等の]釘ヒ

地下空間を管理する主体と連携し、地下空間の浸水に対する危険l生

について、不ll用者に対して事前の周知を図り、浸水姑策及び避難誘

導等安全体制の]虫化に万全を期すること。洪水が発生し、又は洪水

が発生するおそれがある場合には、迅速かつ的確な情報の伝達、利

用者等の避難のため孵 を講ずること。

道路の冠水対策号釘ヒについて、道路のアンダーパス部等、局地的な

大雨により霜氷し、1車両が本没する等重大な事故がおきるおそれが

ある箇所については、道路利用者への注意喚起や情報提供を適切に

行うとともに、事前に標識、情報板、排水ポンプ等の施設を点検す

る等の措置を講ずること(ぅ また、施設管理者や所轄の警察、消防は｀
引き続き、相■に情報を共有するとともに、連絡体制の確保、主団寸

よめの措置、救助等に遅れが生じないよう措置を講ずること。

⑦水辺等利用者に対する!辟R提供及び自助意識の啓発

大雨後の河川増水時には、河川管理者等と連携し、河川等のアよく辺利

用者に対して情報を提供し、安全な場所令避難するよう注意を促す

等、 ること。増水時苺台風の ァk路、 才プト淋胡各、

平成 29年 度平成 30年度
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岸壁等から落ちる危「災へ性等もあることから、これら1こ逆ゴ寸かテまし驚串

の注意を促すことも含めて、水難事故防止についての自助意識を啓

発すること。

③災害対策本部における機能の維持

災害姑雑 音躊を蹴 する職員I魂度な負担が力謗ゝ り機能不
ハ上lこ陥る

ことがないよう、平時から災害時において優先すべき業務を彼り込

むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、細繊

を挙げた体制を予め構築しておくこと。また、一定の業務郷躙融勺

に行えるよう勒 縣希十画を確認し、必要に応じて修正する等の対

´策をとること。

③非常用電源の確保

災害対策本部が設置される庁舎においては、災害発生時に備えて非

常用電源の保守 ,点検等を行い、浸水等に備えた対策をとること。

。自然条件や地形、住民の居住状況等といった、それぞれの地域の持

つ特性を考慮した、的確な避難勧告等の発令基準や発令区域とするた

めく関係機関は市町本ヽすlこ対して能動的な支援の実施に努めること。ま

た、想定される災害の種別毎に定められる指定緊角避難場所が指定避

難所と異なることについて十分に周知を図つた上で市町村における指

定緊烏遇難場所及脚 所の指定を促進すること。

このほか指定緊急避難場勲 表示等を新設・変更する際は、当該避

難場所が対応している災害種別が一日でわかるよう、昨年 3月 に日本

工業規格に定められた F災害種別図記号 lЛS Z8210」 及び「災害種

別避難誘導標識システム lЛsZ`旭》0」 イ義 づく表示に努めるととも

に、これらの設置に関しては、必要に応じて市町本ヽすへ協力暫〒うよう

1こ
夕努めること。

2

岸壁等から落ちる危険性等もあることから、これらに近付かない等

の注意を促すことも含めて、水難事故防止についての自助意識を啓

発すること。         4
⑥災害対策相 隣こおける機能の維持

災害対策本部を運営する聘員に過度な負担力.ヽかかり機能不全に陥る

ことがないよう、平時から災害時において優先すべき業務を絞り込

むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担する等、組織を

挙げた体制をあらかじめ構築しておくこと。また、■定の業務を継

続的に行えるよう業務継続計画を確認し、必要に応じて修正する等ド
の対策をとること。

⑨非常用電源の確保

災害対策本部が設置される庁舎においては、災害発生時に備え、非

常用電源の保守・点検等を行い、浸水等に備えた対策をとること。

2.自然条件や地形、住民の居住状況等といったヽそれぞれの地域の持
つ特性を考慮した、具体的でわかりやすい避難勧告等の発令基準や発

令区域とするため、関係機関は市町村に対して能動的な支援の実施に

努めること。また、想定される災害の不重丹I」侮に定められる指定緊急避

難場所が指定避難所と異なることについて十ノ刀ヽに周知を図らた上で市

町村における指蜘 賜 祓 粥 帥 指定瓢購 るこ
と。

このほ力寸旨定緊急避難場所の表示等を新設。変更する際は、当該避

難場所が対応している災害種別が一目でわかるよう、平成28年 3月 に

日本工業規格に定められた「災害種別図記号 lЛSZ8210」 及び「災

害種別避難誘導標識システム (ЛsZ900」 に基づく表示に努めると

と′もに、これらの設置に関しては、必要に応じて市町村べ材,力を行う

ように努めること。            、
なお、平成28年 12月 より避難帥 σ)‐′rl称を「避難指示 (緊鶯)」 、

平成 29年 度平成 30年度
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3.視聴覚障害者等♂:)清幸賜斗立)り にくい要配慮者に対しても避難働告
等の情報が確実に伝達されるような措置を健す等適切な敗組を推進す

るとともに、市町村における避難行動要支援者名簿の作成等を受けた

要配慮者清報の共有囃 、福祉避難所の指定等剣足樫幸に努めるこ

とと

4.要配慮者の避難を考慮し、地方公共団体八の防災情報の提供を早期
にイ子うとともに、要配慮者利用施設管理者等へ災害計画 (自然災害か

らの避難を含む)の作成や避難劃練の実施の支援に努めることもまた、
地方公共団体による計画の具体的な内容や避鄭訓練の実施状況の確

認、施設への情報伝達体制の確保につぃて、必要な支援に努めること。

5 .災害復旧事業施行中の箇所について、再度の災害発生及び復旧作業
中の事故等を防止するため、気象情報等に留意しつつ警戒監視を行う

等、適切な措置を講ずること心

6.災害が発生した場合、ボランティアによる支援活動が円滑に行われ
るよう、地方公共団体(社会福祉協議会、ボランテイア団体等との連

「避難勧告」及び 限 準備 。高齢者等避難開始」に変更したので留

意されたい◆

.視聴覚障害者等の情幸賜ミ伝わりにくい要配慮者に対しても避難勧借
等の情幸醐潮笑に伝達されるような消置をイ足婢 潮 な取組を推進す

るとともに、市町村における避難術動要支援者名簿に係る名簿情報の

避難支援等聞霜争＼の提供の促進等に努めること。

4:要配慮渚の避難を考慮し、地方公共団体への防災情報の羅供を早期
に行 うとともに、要配慮者利用施設管理す等八災害計画の作成や避難

訓練の実施の支援に努めること。また、地方公共団体による計画の具

体的な内容爛 ‖練の実施状況の確認、施設⌒の情報伝達体制の確

保について、必要な支援に努めること。

5,災害時に躊賭なく避難勧告等を発令 ,伝達できるようにするととも
に、住民自身が適切に避難行菌)Jを とることができるようにするため、

専門家等の知見も活用し、職員と多数 (″)住民の参力酎こよる洪水や土砂

災害等の地域の輿篇に応じた災害を想定した避難勧告等の発令・伝達、

避難判四iのための訓練を、災害発生のおそれが高まる出水期前に実施

するよう努めることり

6.災害復旧事業施行中の箇所について、再度の災害発生及び復旧作業
中の事故等を防止するため、気象辟 等に留意しつつ警戒監視を行う

等、適切な措置を講ずること。              '

7.災害が発生した場合、ボランティアによる支援活動が円滑に行われ
るよう、発災時のみならず平日初 らヽ地方公共団体、社会福祉協議会、

平成 29年度平成 30年度
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携を促進しヽ 必要な情報の提供を行うとともに受援体制の整備促進に

努めること。また、ボランティアを受け入れるに章たつては、ボラン

ティア保険への加入奨励、危「父′F作業の回避等の安全確保対策を十分

に講じるよう普及啓発を促進することЬ  ′

以上

ボランティア団体(中間支援組織 (NPO・ ボランテ才ア団体等の活動を

支援するため、達 、資金、情報等の伸介や軍―デイネート等を担う

経繊)等との連携を促進し、必要な情報の提供を行うとともに受援体
制の整備促進に努めること5iまた、ボラン秀ィアを受け入れるに当た
っては、ボランティア保[父への加入奨励、危F父オF作業の回避等の安全

確保対策を十プ刀`に講じるよう普及啓発を促進すること。

!            以上

平成 29年度平成 30年度
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